
待ったなし、どうする雇用保険 

 

 

 いま、労働政策審議会の雇用保険部会で、

雇用保険制度の見直しが議論されています。

その行政サイドの基本的な考え方が、８月

29 日の経済財政諮問会議への坂口厚生労

働大臣提出資料の中に記載されていますの

で、今回はこれを材料にこの問題を考えて

みたいと思います。 

 

雇用保険制度見直しの概要 

 

 はじめに、今回の見直しの概要を大臣提

出資料にそって見ておきたいと思います。

具体的な内容はこれには記載されていませ

んので、７月 19 日に発表された雇用保険部

会の中間報告や新聞報道などからの推測に

なります。 

まず、雇用保険制度を「労使の共同連帯

からなる雇用のセーフティ・ネット」と位

置づけています。次に「積立金が大幅に減

少」と財政の厳しさを訴え、さらに「現下

の雇用失業情勢や労働市場の構造的変化」

をあげて、「給付と負担の両面から」の見直

しが必要と主張しています。実際、雇用保

険の財政については、この 10 月から保険料

率に関する弾力条項が発動されたばかりで

すが、それでも平成 15 年度の失業等給付の

収支は約 4,344 億円の収入不足となる一方

で、積立金は平成 14 年度末で約 1,448 億円

にまで減少する見込みということですから、

たしかにこれは何らかの対処が不可欠な状

況です。 

 

早期再就職を促す給付体系 

 

 見直しの観点は４点あります。まず「早

期再就職を促す給付体系」で、失業期間を

短縮することで雇用失業情勢を改善させる

一方で、失業等給付の給付額も減らそうと

いう一石二鳥の策でしょう。具体的には、

給付率の引き下げ（現行 80～60％→80～

50％）や上限額の引き下げ、再就職手当の

見直しなどが考えられているものと思われ

ます。これらの見直しは、現下の雇用情勢

下においては、再就職にあたって賃金水準

が大幅に下がり、失業給付を下回ってしま

うという「逆転現象」が発生し、早期再就

職促進を阻害しているという指摘に対応し

たものでしょう。早期再就職促進が低賃金

労働促進になってしまうことに一抹の淋し

さはありますが、元々の賃金水準が高すぎ

たという見方もあり、総合的に考えれば妥

当なものなのだろうと思います。 

 

多様な働き方への対応／給付の重点化 

 

 次に「多様な働き方への対応」があげら

れています。これは、このところ「多様選

択可能型社会」を目指すべきとの考え方が

おおむね政労使のコンセンサスになりつつ

あることをふまえ、雇用保険制度を働き方

の選択に対してニュートラルなものにしよ

うということで、必要な施策であろうと思

います。ここでは主に正社員（通常の被保

険者）とパートタイマー（短時間労働被保

険者）の一本化が念頭におかれているよう

です。たとえばということで大雑把なアイ

デアを考えると、倒産・解雇等による失業

者（特定受給資格者）については通常被保

険者・短時間被保険者とも現行の通常被保

険者の給付日数に、非特定受給資格者につ

いてはやはり通常被保険者・短時間被保険

者を問わず現行の短時間被保険者の給付日

数に一本化する、といったものが考えられ

るのではないでしょうか。これも、やはり

環境変化に対応しつつ給付総額は抑制しよ



うという施策になっています。 

 ３つめは「再就職の困難な状況に対応し

た給付の重点化」で、具体的には、８月 29

日の経済財政諮問会議で坂口大臣が述べた

「これで引退という人、結婚して勤めない

という人は何とか御勘弁を」といった施策

や、高年齢雇用継続給付の給付率の引き下

げ、教育訓練給付の支給額の引き下げなど

が含まれるものと思われます。教育訓練給

付は、成長産業への労働移動をうながそう

ということで、在職者にも 80％という高率

の給付を行っているわけですが、そもそも

成長産業での雇用が増えない中ではどれほ

どの政策効果があるのか怪しく、とりわけ

雇用保険財政が厳しい中では見直しが妥当

だろうと思われます。 

 

負担増はやむを得ないのか 

 

 ４つめは「安定的な制度運営の確保」で、

大臣資料は「『給付の在り方』を見直した上

で『負担の在り方』を見直す」としていま

す。 

 そこで、はたして「給付の在り方」の見

直しだけで財政が維持できるのか、が問題

になります。これらの給付削減効果がいか

ほどになるのかは私には見当もつきません

が、失業等給付の総額が約２兆円程度であ

ることを考えると、これだけで４千億円を

超える不足を埋めることは難しそうだとの

印象はあります。少なくとも、改正初年度

は既裁定者には従前の給付が行なわれるこ

とから、半分程度の効果しか見込めないた

め、平成 15 年度はおそらく積立金を使い果

たしても収入が不足することになりそうで

す。そもそも、大臣資料に「給付と負担の

両面から見直すことが必要」「『負担のあり

方』を見直す」と明記されているというこ

とは、行政サイドとしては負担増がやむな

しとの認識だということを示しているよう

に思われます。 

 負担増といった場合、保険料率引き上げ

のほかに、連合が主張しているような「国

庫負担金の増額」という選択肢もあります。

これに対しては、行政サイドはわが国の求

職者給付の国庫負担率が先進諸国と比較し

て高く、逆に保険料率は低いことなどを理

由に難色を示しています。 

大臣資料が最初に「雇用保険制度＝労使

の共同連帯からなる雇用のセーフティ・ネ

ット」とわざわざ書いているのは、雇用保

険制度のベースは労使の共同連帯であり、

保険である以上給付が増えれば料率を上げ

るのが正論だといっているわけです。 

 しかし、いっぽうで、現在、料率の引き

上げが好ましくない強い事情があることも

十分に考慮に入れるべきでしょう。 

たとえば、この議論と並行して、経済活

性化のための減税が議論されているわけで

すが、料率の引き上げは確実に減税の効果

を減殺するでしょう。あるいは、企業が人

件費にこれだけ敏感になっている中で、さ

らに人件費を増加させることは、一段の雇

用失業情勢の悪化、ひいては雇用保険財政

の悪化につながる懸念もないとはいえない

と思われます。 

こうした事情も考慮して、それでも本当

に料率を上げていいのかどうか、十分慎重

に考えるべきでしょうし、上げるにしても

最低限にとどめる努力を尽くすべきではな

いでしょうか。 

 

一段の給付削減の検討を 

 

したがって、給付の削減を可能な限り考

えていくことがぜひとも必要でしょう。今

回の検討でも、かなり給付の削減に踏み込

んでいるとは思います。しかし、これまで



書いてきませんでしたが、もっと踏み込ん

だ削減も検討の余地があるのではないかと

いうのが率直な印象です。 

 たとえば、給付率の下限が 80％となって

いますが、この場合失業等給付は非課税の

ため、手取りでは在職時とほとんど変わら

ないということが起こり、若干手厚すぎる

感もあります。最低額を設定した上でこれ

を引き下げるということも考えられると思

います。また、経済産業省が、失業給付の

給付額や給付日数を年代や失業理由別にき

めこまかく設定することで、全体としての

満足度を維持・向上しながら支給総額を減

らすことができるという試算を行っている

そうです。給付日数が 90 日を下回るとＩＬ

Ｏ102 号条約に抵触するという問題があり

ますが、支給率と給付日数の組み合わせに

はまだ工夫の余地があるのではないでしょ

うか。 

 通常の被保険者と短時間被保険者の一本

化についても、多様な働き方への対応は間

違いなく必要な取り組みではありますが、

これがどちらかといえば中長期の課題であ

ることを考えれば、今すぐに実施しなくて

もいい、という考え方もできないでしょう

か。通常の被保険者の引き下げを先行させ、

短時間被保険者の引き上げは雇用失業情勢

の改善を待って実施するというアイデアも

あると思います。 

 また、育児休業給付の支給率を前回改正

の際に 25％から 40％へ大幅に引き上げま

したが、これを一時的に元にもどすという

ことも、緊急避難としてならまったく考慮

に値しないということはないと思います。

保険財政を維持するために失業給付の支給

率を 50％に切り下げられる人がいる中で、

失業しているわけではない育児休業者に対

する支給率を 40％に引き上げたというの

は、均衡を失するという考え方もあり得る

のではないでしょうか。あるいは、育児休

業給付の支給率引き上げが少子化対策や男

女共同参画といった重要な政策上の必要か

ら実施されたものであることを考えれば、

現行 12.5％にとどまっている国庫負担を、

求職者給付並の 25％に引き上げることも

考えられてもいいと思います。 

 

三事業見直しの前倒しを 

 

さらには、雇用保険全体の中で、三事業

の効率化によって財源を捻出し、一時的に

失業等給付に融通する（三事業は保険料が

全額企業負担なので、単純な転用はできま

せんが）ことも考えられていいと思います。

たとえば、勤労者福祉施設については、閣

議決定された「特殊法人等整理合理化計画」

で「廃止期限を明確にし（遅くとも改革期

間内）、特に自己収入で運営費さえも賄えな

い施設については、できるだけ早期に廃止

する」とされています。改革期間内という

のは平成 17 年度中で、さらに「できるだ
け早期に」となっているわけですが、現状

を見る限り（私が知らないだけかもしれま

せんが）、目立って進んでいるという印象は

ありません。 

 もちろん、効果のほどや、効果が出るま

でに時間がかかるといった問題はあるでし

ょうが、勤労者や企業に負担を求める前に

は、こうした見直しもできるだけ前倒しし

て、可能な限り効率化をはかる必要がある

ものと思います。 

 今月から料率が上がったところなのに、

半年後にまた上げるというのはいささか安

易な感もあります。政労使で十分に検討さ

れることを期待したいと思います。 


